
資料１

第１回古河市都市計画審議会

令和８年６月２９日
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令和８年度
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本日の審議内容

諮問番号 項目 変更概要 決定権者

【諮問第１号】区域マスの変更 都市の将来像や都市計画の決定の方針の改訂
（古河都市計画区域）

茨城県決定
（※審議会での意見徴収）

【諮問第２号】区域区分の変更 新たな市街化区域に編入 茨城県決定
（※審議会での意見徴収）

【諮問第３号】用途地域の変更 用途地域（工業地域）を新規指定 古河市決定

【諮問第４号】地区計画の変更 面積微減と重複する建築制限の整理 古河市決定

【諮問第５号】下水道の変更 公共下水道区域への追加・位置付け変更 古河市決定

諮問第２号から第５号は「仁連地区」に係る関連する都市計画変更となりますので、
一括でご説明させていただきます。



都市計画道路の変更の経緯

区域区分の方針
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古都諮問第１号

古河市

古河都市計画都市計画区域の整備、
開発及び保全の方針の変更

「整備、開発及び保全の方針」は、都市計画法
第6条の2に基づき定められるもので、一般に
「区域マスタープラン（区域マス）」と呼ばれ
ます。



都市計画区域マスタープランとは

今回の変更に係る計画

上位計画・関連計画

法定計画（都計法第６条の２）

市町村マス策定時の指針となる

都市計画区域の基本な目標

市町村の都市計画に関する
基本的な方針

都市計画区域（古河都市計画区域、古河市全域）

計画に基づいたまちづくりの推進
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茨城県には、２９の都市計画区域があり、これまで区域ごとに「都市計画区域マスタープラン」（以下
「区域マス」という）を策定してきた。
区域マスは、都市計画基礎調査の結果などを踏まえ、都市計画区域ごとの都市の将来像や都市計画の決定
の方針について概ね５年ごとに県が定めている。（前回の改定は令和３年９月）

変更の背景

都市計画区域の指定状況

人口減少や交通体系の広域化、災害の頻発化・激甚化
などの社会情勢の変化

・圏央道や東関道など広域交通ネットワークの概成に
伴い、経済や人流の広域化
・居住機能や都市機能の誘導と持続可能な移動手段の
確保
・頻発化、激甚化する災害に対して、災害リスクを踏
まえたまちづくりや土地利用の規則、誘導の必要性

広域的な都市計画の方針（区域マス）と、各市町村の具体
的な指針（市町村マス）の役割分担の明確化が課題

課題

今回の変更では、課題に対応するため、複数の都市計
画区域を統合し、広域的な視点を持つ『圏域都市計画
区域マスタープラン』へと再編・見直しを行う。

古河都市計画区域
（古河市全域）

茨城県と市町村の役割分担の明確化と都市計画区域間を
超えた広域的な観点での対応を図る。
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茨城県内の都市計画区域は２９区域のまま、「区域マス」は5つの圏域に広域化する。
県西地域の都市計画区域は７つのままとし、それらを1つの区域マスに統合する。

変更のポイント　①区域マスの広域化

県西区域（７つの都市計画区域）

水海道都市計画区域 常総市の一部

岩井・境都市計画区域

坂東市

五霞町

境町

古河都市計画区域 古河市

下館・結城都市計画区域

筑西市

結城市

桜川市

八千代都市計画区域 八千代町

下妻都市計画区域 下妻市

石下都市計画区域 常総市の一部

県西圏域都市計画区域

現行 改訂後

出典：第２次茨城県総合計画
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県土マス、県土マス（震災対策編）、区域マスを１つのマスタープランに集約
→１つのマスタープランとして５年に１度見直すことで、
・社会潮流の変化に迅速な対応が可能となる。
・市町村マスの上位計画は一つとなる。

変更のポイント　②マスタープランの集約
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■区域の範囲
　　古河市
■区域の特性
・本区域は、新４号国道や国道４号、国道125号、ＪＲ東北本線などの交通基
盤の整備を背景に、住宅地や工業団地の整備が進み、人口や産業の集積が図ら
れてきた区域である。
  現在も新４号国道や筑西幹線道路の整備が予定されており、周辺地域とのアク
セス向上により、今後さらなる発展が期待される。

１　古河都市計画区域

■区域の現況
・本区域の人口は全体として減少傾向にあるが、市街化区域では横ばいからや
や増加で推移し、市街化調整区域では減少が続いている。
  産業では商品販売額は減少傾向にある一方、製造品出荷額は増加しており、一
定の活力が維持されている。
  また、建築物の新築は市街化区域に集中しており、市街地への集約が進んでい
る。

古河都市計画区域　区域区分の方針①
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都市計画道路の変更の経緯古河都市計画区域　区域区分の方針②
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都市計画道路の変更の経緯古河都市計画区域　区域区分の方針③
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都市計画道路の変更の経緯古河都市計画区域　区域区分の方針④
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都市計画道路の変更の経緯今後のスケジュール

年月日 内容

令和８年５月７日～２１日 案の縦覧（意見書の提出なし）

令和８年６月２９日 市都市計画審議会での諮問・答申（意見照会）

令和８年７月１４日 茨城県都市計画審議会

令和８年９月 決定告示予定
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都市計画道路の変更の経緯
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古河都市計画都市計画区域の整備、
開発及び保全の方針の変更につい
ての説明は以上です



都市計画道路の変更の経緯

古河都市計画区域区分の変更
（仁連地区）
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古都諮問第２号
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都市計画変更の対象区域

対象区域
仁連工業団地は、古河市三和庁舎の
東側に位置し、面積約18．7haの区域

三和庁舎　

（都）大和田仁連線
至古河駅

４
号
バ
イ
パ
ス

至
結
城
市

国道125号
（
都
）
諸
川
谷
貝
線

至
境
町

結
城
市

至八千代町

凡例

市街化区域編入箇所

第一種低層住居専用地域

第一種中高層住居専用地域

第二種中高層住居専用地域

第一種住居地域

準住居地域

近隣商業地域

準工業地域

工業地域仁連地区

15 15

（市道）仁連江口線



仁連地区の土地利用状況
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凡例

市街化区域編入区域

工場用地

調整池

地区施設道路　　幅員16m

地区施設道路　　幅員12m

地区施設道路　　幅員 8m

西
仁
連
川



三和庁舎　

（都）大和田仁連線
至古河駅

４
号
バ
イ
パ
ス

至
結
城
市

国道125号
（
都
）
諸
川
谷
貝
線

至
境
町

結
城
市

至八千代町

凡例

市街化区域編入箇所

第一種低層住居専用地域

第一種中高層住居専用地域

第二種中高層住居専用地域

第一種住居地域

準住居地域

近隣商業地域

準工業地域

工業地域工業地域
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（市道）仁連江口線

市街化区域編入
（約18.7ha）

諮問第２号 区域区分の変更（線引き）

区域区分の変更案（県決定）



都市計画道路の変更の経緯

古河都市計画用途地域の変更
（仁連地区）
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古都諮問第３号
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用途地域の変更内容（市決定）

現状 変更後 変更区域面積

市街化調整区域 工業地域（建ぺい率60％／容積率
200％） 約18.7ha

指定なし

60

200
工業

40

80
一低

60

200
一住

市街化調整区域

諮問第３号 用途地域の変更
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工業地域とは



都市計画道路の変更の経緯

古河都市計画地区計画の変更
（仁連地区）

21
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古都諮問第４号
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前提知識　地区計画（市決定）
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諮問第４号  地区計画の変更
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地区計画の変更内容（区域の変更）

面積：約19.0ha→約18.7ha

地区計画の区域は道路や、地番の境界で区切っている
今回の変更は既存道路が地区計画区域内側に広がった
ことにより、面積が減となったことが主な変更

既存外周道路

既存外周道路拡幅

境界
設定

境界
設定

地区
計画
区域
除外

変更前（開発前）

変更後（開発後）

民地

民地

地区
計画
区域

地区
計画
区域
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地区計画の変更内容（区域の変更）
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地区計画の変更内容（建築物の制限）

基本的に今までの制限内容に変更はありません
　用途地域の新規指定に伴い、重複する建築制限を整理します

新たに「工業地域」が指定さ
れたことで。建築基準法に基
づく強力な制限（容積率200％、
建蔽率60％、用途制限）が自
動的に適用されます。 



都市計画道路の変更の経緯

古河都市計画下水道の変更
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古都諮問第５号
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下水道の変更内容（市決定）
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諮問第５号 下水道の変更
変更内容
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下水道の変更内容（市決定）
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仁連地区　まとめ



都市計画決定告示【令和8年9月】

今後のスケジュール

案の公告・縦覧 (2週間)【令和8年5月7日～21日】

（本日）古河市都市計画審議会【令和8年6月29日】

区域区分の
変更(県決定)

用途地域の
変更(市決定)

地区計画の
変更(市決定)

茨城県都市計画審議会
【令和8年7月14日】
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下水道の
変更(市決定)

4つの案件ともに
意見書提出なし
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